
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

温暖化防止いわて県民会議 令和５年度事業計画案の概要 資 料 №５-１ 

県では、地球温暖化対策実行計画を改定し、新たに 2030 年度の温室効果ガス排出削減目標を 2013 年度比 57％減とした。県民会議の活動は、脱炭素に向けた各主体の積極的な取組を促進す

るため、新たなフェーズに移行していく必要がある。令和５年度は、その初年度として、「省エネルギーと再生可能エネルギーで実現する豊かな生活と持続可能な脱炭素社会」を目指し、県民、

事業者及び行政が一体となった県民運動をより積極的に展開するほか、構成団体・企業等におけるエネルギー使用量と温室効果ガス排出削減に向けた主体的な取組を推進する。 

 

 

 

取組内容 

(1) 再エネ導入や省エネ住宅による効果の情報発信強化 
行政の補助制度等の周知への協力 

(2) 省エネ性能や省エネ効果の情報発信強化 
行政の補助制度等の周知への協力 

(3) 省エネにつながるライフスタイルに関する情報発信強化 
省エネ・節電キャンペーンによる行動変容の促進 

 
(1) エネルギーの使用状況等の率先把握 

行政の補助・融資制度の積極的活用 

(2) 「できることから ECOアクション！」への参加促進 
表彰制度の充実 
商工団体や会議機関等との連携による事業者支援 
「いわて脱炭素化経営企業等認定制度」の認定取得促進 
「いわて脱炭素経営カルテ」の有効活用 

  

 

(2) 行政の補助・融資制度の積極的活用 
地域の脱炭素に向けた取組への協力 

(1) 省エネ性能や省エネ効果の情報発信強化 
行政の補助制度等の積極的活用 

 

 (1) 森林整備の促進 
県産木材の利用促進 

(2) 資源循環型ライフスタイルの推進 
(3) 金融機関の参画 

若者ＷＧの設置 
外部専門人材からの助言 

(4) 地球温暖化防止活動推進員の積極的活用 

 

温室効果ガス削減目標 
2013年度 ➢ 2030年度 

▲41％ 産業部門 

4,026千ｔ 
2,387 

業務部門 

2,418千ｔ 

▲60％ 

971 

運輸部門 

2,368千ｔ 

▲32％ 

1,618 

再エネ電力自給率 
2013年度 ➢ 2030年度 

19％

66％

▲57％ 家庭部門 

2,847千ｔ 
1,222 

２ 産業・業務における省エネルギー化 
 (1) 省エネ設備・機器等の導入促進 

(2) 脱炭素経営の促進 

１ 家庭における省エネルギー化  
 (1) 住宅への再エネ設備の導入、省エネ住宅の 
   普及促進 
 (2) 家電等の購入や買換えにおける省エネ機器の 
   選択促進 
 (3) エネルギー消費量の少ないライフスタイル 
   への転換促進 

３ 運輸における省エネルギー化 
 (1) 次世代自動車※の普及促進 
     

※ 電動車（電気自動車、ハイブリッド自動車、プラグインハイブリッド自動車、 
燃料電池自動車）、クリーンディーゼル車等の環境負荷の低い自動車 

４ 再生可能エネルギーの導入促進 
 (1) 地域の環境に配慮した再エネの導入促進 
 (2) 地域経済と環境に好循環をもたらすエネルギー 
   の地産地消の推進 
 (3) 水素の利活用推進 

５ 多様な手法による地球温暖化対策の推進 
 (1) 吸収源対策の推進 
 (2) 廃棄物対策等の推進 
 (3) 県民会議を中核とした体制の拡充強化 
 (4) 環境学習の推進 

活動方針 



令和５年度事業計画案 

Ⅰ 活動方針                                  

 県では、令和５年３月に岩手県地球温暖化対策実行計画を改定し、新たに 2030 年度の温室効

果ガス排出削減目標を 2013年度比 57％減とした。 

県民会議の活動は、脱炭素に向けた各主体の積極的な取組を促進するため、新たなフェーズ

に移行していく必要がある。 

令和５年度は、その初年度として、実行計画に掲げる「省エネルギーと再生可能エネルギー

で実現する豊かな生活と持続可能な脱炭素社会」を目指し、県民、事業者及び行政が一体とな

った県民運動をより積極的に展開するほか、構成団体・企業等におけるエネルギー使用量と温

室効果ガス排出削減に向けた主体的な取組を推進する。 

 

【参考】実行計画（抜粋） ２ 計画の推進 (1) 連携・協働体制 

■温暖化防止いわて県民会議 

「温暖化防止いわて県民会議」を中核とした体制を拡充強化し、キャンペーン等の全県

的な運動を展開するほか、県民会議の構成団体においてエネルギー使用量と温室効果ガ

ス排出削減に向けた主体的な取組を推進します。 

 

Ⅱ 事業計画（目次）                               

  
１ 家庭における省エネルギー化  

  (1) 住宅への再エネ設備の導入、省エネ住宅の普及促進 

  (2) 家電等の購入や買換えにおける省エネ機器の選択促進 

  (3) エネルギー消費量の少ないライフスタイルへの転換促進 

 

２ 産業・業務における省エネルギー化  

  (1) 省エネ設備・機器等の導入促進 

(2) 脱炭素経営の促進 

 

３ 運輸における省エネルギー化  

  (1) 次世代自動車の普及促進 

 

４ 再生可能エネルギーの導入促進  

  (1) 地域の環境に配慮した再エネの導入促進 

  (2) 地域経済と環境に好循環をもたらすエネルギーの地産地消の推進 

  (3) 水素の利活用推進 

 

５ 多様な手法による地球温暖化対策の推進  

  (1) 吸収源対策の推進 

  (2) 廃棄物対策等の推進 

  (3) 県民会議を中核とした体制の拡充強化 

  (4) 環境学習の推進 

 

資 料 №５-２ 



Ⅲ 事業計画                                   

１ 家庭における省エネルギー化 

（1） 住宅への再エネ設備の導入、省エネ住宅の普及促進 

 省エネ住宅のメリットについて県民理解を増進し、二酸化炭素排出削減とともに健康

で快適な住まいづくりを促進する。 

 

○ 再エネ導入や省エネ住宅による効果の情報発信強化 主催事業 

・わんこ節電所における情報発信の充実 強化 
 ・家庭のエコチェック項目を生活の質向上に関する視点を含めてバージョンアップ 強化 

・「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」との連動 新規 
・構成団体・企業等における職員への周知 
 

○ 行政の補助制度等の周知への協力 

 ・省エネ改修補助（県）、再エネ導入補助（市町村） 
     （参考）いわてわんこ節電所「快適で暮らしやすい省エネ住宅」 
 
 
 

  
（2） 家電等の購入や買換えにおける省エネ機器の選択促進 

 家電等の省エネ性能や省エネ効果、コスト比較等の情報発信により、省エネ機器の選

択を促進する。 

 

○ 省エネ性能や省エネ効果の情報発信強化 主催事業 

・わんこ節電所における情報発信の充実 強化 
・家庭のエコチェック項目を生活の質向上に関する視点を含めてバージョンアップ 強化 
・「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」との連動 新規 
・構成団体・企業等における職員への周知 
 

○ 行政の補助制度等の周知への協力 

  省エネ機器導入補助（市町村） 
          （参考）いわてわんこ節電所「省エネ家電への買換え」 
  
 
 
 
 



 

（3） エネルギー消費量の少ないライフスタイルへの転換促進 

     家庭のエネルギー使用状況の把握・分析手法の活用等により、生活の質向上にもつな

がる身近な取組を促進する。 

  

○ 省エネにつながるライフスタイルに関する情報発信強化 主催事業 

・わんこ節電所におけるライフスタイル転換に関する提案 強化 

・家庭のエコチェック項目を生活の質向上に関する視点を含めてバージョンアップ 強化 

・構成団体・企業等による家庭のエコチェック・プレゼントキャンペーン協賛 

・「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」との連動 新規 

・構成団体・企業等における職員への周知 

 

○ 省エネ・節電キャンペーンによる行動変容の促進 主催事業 

 ・構成団体・企業等における職員への周知、キャンペーンへの率先参加 

 

                     （参考）いわてわんこ節電所「省エネ家電への買換え」 
 

 

 

  



２ 産業・業務における省エネルギー化 

（1） 省エネ設備・機器等の導入促進 

 二酸化炭素排出量の可視化や省エネルギー診断等のサービス、行政の補助制度等を積

極的に活用し、省エネ設備・機器等の導入を促進する。 

 

○ エネルギーの使用状況等の率先把握 

 ・二酸化炭素排出量の可視化の普及 新規 
 ・エネルギー使用状況を踏まえた提案・助言を行う省エネルギーの受診 
   ※これらの取組は、県補助制度で補助上限額において優遇 強化 
 ・構成団体・企業等の率先活用 
・傘下事業所等への周知 

 
○ 行政の補助・融資制度の積極的活用 

  省エネ設備（空調・換気・照明・給湯）補助（県） 
 ・構成団体・企業等の率先活用 
・傘下事業所等への周知            

                  （参考）日本商工会議所「ＣＯ２チェックシート」 
 
 

 

（2） 脱炭素経営の促進 

 温室効果ガス排出削減に成果があった事業者の取組を表彰・認定等を通じて、脱炭素や

環境に配慮した事業活動を行う事業者の主体的な取組を促進する。 

 

○ 「できることから ECOアクション！」への参加促進 

・構成団体・企業等の実践と率先参加 

・傘下事業所等への周知 

・被表彰事業所の取組等の各種媒体による紹介 

 

○ 表彰制度の充実 主催事業 

・ECO アクション賞の名称に「脱炭素経営大賞」を付与 新規 

・表彰対象期間（取組期間）を冬季限定から通年に変更 強化 



 

○ 商工団体や金融機関等との連携による事業者支援 

・行政の認定・補助・融資制度等の効果的な情報提供 新規 
 

○ 「いわて脱炭素化経営企業等認定制度」（いわて地球環境にやさしい事業所認定制度）の

認定取得促進 

・脱炭素経営や取得メリットの効果的な情報発信 強化 

・構成団体・企業等の率先取得 

・傘下事業所等への周知 

   ※認定事業所は、県補助制度で補助上限額において優遇 

 

○ 「いわて脱炭素経営カルテ」（地球温暖化対策計画書制度）の有効活用 

・脱炭素経営のメリットの効果的な情報発信 強化 

・同意を得た事業者の計画書・届出書の任意公表（県ホームページで公表） 新規 

・提出義務のない事業者も公表を前提に提出可能 新規 

・傘下事業所等への周知 

 

 

 

３ 運輸における省エネルギー化 

（1） 次世代自動車※の普及促進 

 次世代自動車の省エネ性能や省エネ効果、コスト比較等の情報発信により、温室効果ガ

ス排出量がより少ない自動車の選択を促進する。 

※次世代自動車：電動車（電気自動車、ハイブリッド自動車、プラグインハイブリッド自動

車、燃料電池自動車）、クリーンディーゼル車等の環境負荷の低い自動車 

 

〇 省エネ性能や省エネ効果の情報発信強化 主催事業 

・わんこ節電所における情報発信の充実 強化 
・「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」との連動 新規 
・構成団体・企業等における職員への周知 
 

〇 行政の補助制度等の積極的活用 

  EV・PHV と太陽光発電設備等補助（県）新規   

  EV・PHV タクシー、EVバス等補助（県）新規 

 ・構成団体・企業等の率先活用 

 ・傘下事業所等への周知 
（参考）いわてわんこ節電所「エコカーへの乗換え」 

  



 

４ 再生可能エネルギーの導入促進 

（1） 地域の環境に配慮した再エネの導入促進 

国・県等のガイドライン、市町村が設定する再エネ促進区域を活用し、地域の特性を活

かした、地域と共生する再エネ導入を促進する。 
 

（参考）再エネ電力量と電力自給率        （参考）再エネ（電気）の導入量 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）第２次岩手県地球温暖化対策実行計画 

 

（2） 地域経済と環境の好循環をもたらすエネルギーの地産地消の推進 

地域で発電した電力をその地域で消費するなどの地産地消の取組を推進し、災害時等

のエネルギーも確保する自立したエネルギーシステムの構築を促進する。 

 

〇 行政の補助・融資制度の積極的活用 

  事業者向け自家消費型太陽光発電補助（県）新規 
  住宅向け太陽光発電補助（市町村） 
 ・構成団体・企業等の率先活用 
・傘下事業所等への周知 
 

〇 地域の脱炭素に向けた取組への協力 

 ・脱炭素先行地域選定に向けた市町村の取組への積極的な協力・支援 新規 

 

 

（3） 水素の利活用推進 

 国の動向や技術開発の進展も踏まえながら、当面はモビリティにおける水素の利活用

（水素ステーション整備、FCV 導入）に向けた取組を促進する。 

 

 

  



５ 多様な手法による地球温暖化対策の推進 

（1） 吸収源対策の推進 

 二酸化炭素の吸収源である森林の多面的機能を持続的に発揮させるため、森林整備や

県産木材の利用を促進する。 

 

○ 森林整備の促進 

・構成団体・企業等による取組への協力 
 

○ 県産木材の利用促進 

・建築物等への県産木材の利用などの率先取組 
 

 

（2） 廃棄物対策等の推進 

    廃棄物の発生抑制を目指した資源循環型のライフスタイルを推進する。 

 

○ 資源循環型ライフスタイルの推進 

・わんこ節電所におけるライフスタイルの提案 強化 
 （マイバッグ、マイボトル、３Ｒ、食品ロス削減等） 
・「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」との連動 新規 
・構成団体・企業等における率先取組 
・構成団体・企業等における職員への周知 

 

 

（3） 県民会議を中核とした体制の拡充強化 

 脱炭素に向けた各主体の積極的な取組を促進するため、新たなフェーズへ移行する。 

 

○ 金融機関の参画 新規 

・事業者の脱炭素に向けた取組を一層促進 
 

○ 若者ＷＧの設置 新規 

 ・脱炭素社会の実現に向けた課題を若者の視線で検討し、県民会議に提案 
 

○ 外部専門人材からの助言 新規 

 ・脱炭素に関する専門知識を有する外部人材からの助言による取組推進 
 

 

（4） 環境学習の推進 

 脱炭素に向けた取組の実践を促すため、家庭や学校、事業所等における環境学習の取組

を促進する。 

 

○ 地球温暖化防止活動推進員の積極的活用 

 ・構成団体・企業等における率先取組 
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